（Ｈ26年12月）
· アベノミクスで雇用者数は増えたものの・・・
2012年12月、安倍内閣が発足してからちょうど2年が経過しました。その間、有効求人倍率はほぼ着実に改善し、今年10月には1.14とバブル景気前半の水準に達しました。その結果、日本の雇用者数は2013年1月現在5,502万人から2014年9月現在5,636万人へと、実に134万人も増加しました。（総務省統計局の労働力調査による）しかし、その中身を見ると非正規雇用者が147万人増えたのに対し、正規雇用者は逆に9万人減ってしまったという結果も同時に明らかになりました。正規雇用者の減少は、団塊の世代が定年期を迎えている影響もあるため、単純に企業が正規雇用を減らして非正規雇用にシフトした結果であると結論づけることはできません。しかしながら、企業経営のグローバル化に伴い、急激に変化する経営環境に適応するためにも、人件費の固定化は極力避けたいという企業側の判断が働いていることもまた事実であります。
個人的には、今、「雇用に関して企業のあるべき姿とは何か？」が問われているような気がしてなりません。仕事量が減っても対応できるように非正規雇用を増やすのか、それとも正規雇用を増やしてコアとなる人材を育成し、企業のさらなる発展を目指すのか？
　国の正社員雇用の支援策として、厚生労働省では昨年の4月から「若者応援企業宣言」事業をスタートさせています。「若者応援企業」とは、若者（35歳未満）の採用・育成に積極的で、社内教育やキャリアアップ制度などについての情報を積極的に公表している中小・中堅企業のことです。この制度は、一定の労務管理体制の基準を満たした中小・中堅企業が自ら「若者応援企業宣言」を行い、それに対して厚生労働省がお墨付きを与える制度といえます。ちなみに一定の労務管理体制の基準とは、以下の7つの基準になります。
1. 学卒求人など、若者対象のいわゆる「正社員求人」をハローワークに提出すること
2. 「若者応援企業宣言」の事業目的に賛同していること

3. 就職関連情報を開示していること（社内教育・キャリアアップ制度、過去3年度分の新卒者及び新卒者以外の正規雇用者（35歳未満）の採用実績と定着状況、前年度の有給休暇・育児休業の実績及び時間外労働時間（月平均）の実績等）
4. 労働関係法令違反を行っていないこと

5. 事業主都合による解雇又は退職勧奨を行っていないこと
6. 新規学卒者の採用内定取消を行っていないこと

7. 都道府県労働局・ハローワークで扱っている助成金の不支給措置を受けていないこと

一方、この宣言を行った企業には次のようなメリットが想定されます。
· 労働局のホームページで企業名や就職関連情報が公表され、知名度が上がります。

· 「若者応援企業」の名称が使用でき、若者の採用・育成に積極的であることを広くアピールすることができます。
· ハローワークから優先的に就職面接会などの案内が届くことで若者と接する機会が増え、より適性のある人材の採用が期待できます。

· ハローワークの通常の求人情報に比べてより詳細な企業情報・採用情報が公表されているため、応募者は事前に職場環境や雰囲気、仕事の内容などがイメージしやすく、採用後のミスマッチを防ぐことが期待できます。
企業の社会的使命のひとつに「雇用の創出」があります。それも、ただの「雇用」ではなく、「良質な雇用」でなければなりません。就業者が望む多様な働き方に対応した「雇用」の実現、それは優良企業への第一歩となるでしょう。国からブラックではなくホワイト企業のお墨付きをいただいて採用した若者を、教育することで自分もさらに成長する、そのような理想的な職場環境を目指したいものです。（工藤克己）
